
財政健全化への取り組み・社会保障制度の改革

（資料）経済財政諮問会議民間議員提出資料「中長期の財政運営に向けて」平成31年1月30日

（資料）経済財政諮問会議内閣府提出資料2019年4月19日 8



日本経済の最大の課題は潜在成長率の引き上げ

（資料）内閣府「月例経済報告に関する関係閣僚会議資料」2018年12月20日 9



成長戦略の方向性 Society5.0の実現に向けた課題

１．フィンテック/キャッシュレス化：「誰でもどこでもキャッシュレス」
・機能別・横断的な法制への見直し
・支払い/決済を意識せずにモノ・サービスの受領が行われるキャッシュレス社会の実現
・資金調達手段の多様化に向けた環境整備

２．次世代モビリティ：「移動弱者ゼロ、混雑解消」
・地方における移動の足の確保（タクシー相乗り、完全自動運転等）
・都市での混雑解消（需給に合わせた価格設定）

３．デジタル市場のルール整備
・データプラットフォーム企業への対応

４．コーポレート・ガバナンス
・支配的な親会社が存在する上場子会社のガバナンス

５．スマート公共サービス
・マイナンバーカードを活用した新たな経済政策インフラの構築

６．次世代インフラ
・インフラ維持・管理業務の高度化、PPP/PFI手法の導入加速

７．脱炭素社会の実現を目指して

Society5.0に向けた政府の重点分野

日本型イノベーション戦略の課題
１．一人負け日本の現状

• 生産性の伸びで劣位。多くの産業・企業で競争力低下
• 科学・技術分野でのプレゼンスの低下、データ活用技術に遅れ
• 高等教育の質の低下、人材育成に遅れ、人材不足
• さらなる産業構造、企業の競争力の激変に日本企業はついていけない

２．次世代に向けた取り組み課題
• 官民におけるＲ＆Ｄ投資の拡大（科学技術予算の増強）
• 大学改革、初等・義務教育改革
• 産官学連携の抜本強化

財政資金配分の大胆な見直し

３．日本の強みを活かすＡＩ戦略
• データ活用と問題解決能力を持つ人材の育成（初等・中等教育も含めた教育改革）
• 構造変化を踏まえイノベーション促進型への法規制体系の見直し
• 課題先進国として、データを活用した課題解決（社会保障やまちづくり、インフラ維持更新、電子行政の展開等）
• 米中型でもない、ユーロ型でもない分散型データガバナンスモデルの構築
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Society5.0に向けて企業は動くか

（資料）経団連「Society5.0」2018年11月13日

Society5.0に向けた企業の取り組みのキーワードは、

“スモール”
“オープン”
“コラボレーション”
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次世代型行政サービスへの改革の必要性

（資料）経済財政諮問会議民間議員提出資料「中長期の財政運営に向けて」2019年1月30日、「Society5.0時代のまちづくり、社会資本整備に向けて」2019年4月19日 12



地方創生への取り組み
１．地方への人の流れの強化

• 地方へのひとの流れを作るため、地方へのUIJターンを推進。今後は、将来的な地方移住を掘り起こすため、
定住に至らないものの、特定の地域に関わる「関係人口・人材」の増大を目指す。その際、個人を対象とし
た施策に加え、民間企業の動きと連携しながら、東京等の企業の人材・ノウハウの地方への還流に取り組む。

２．「民」の力の活用による地方創生の深化
• 地方創生を担う組織・人材
• 民間投資の呼び込み
• 企業版ふるさと納税

３．海外から稼ぐ地方創生―農林水産業。観光業による海外需要開拓
• 地方創生に向けて、各地方「ならでは」の特色ある地域資源を活用し、欧米・アジア諸国の旺盛な消費需要
を取り込むことが必須。

• 海外への訴求力が高く、地域の成長産業である農林水産業と観光業の戦略的連携により、
① 一次産品や加工品の輸出を通じた海外現地での需要開拓（アウトバウンド）
② 訪日外国人の拡大と地方への誘客による地域内消費獲得（インバウンド）

の好循環を実現し、「海外から稼ぐ」地域の取り組みを、地方創生担当部局を中心とする関係省庁が一丸
となって支援（特に意欲のある地方公共団体を強力に支援）。

（資料）経済財政諮問会議片山地方創生担当大臣提出資料2019年4月19日 13



地方創生戦略の見直しに向けて

１．地方創生戦略の見直し
• 地方創生政策の取り組みは道半ば。地方創生の壁となっているのは、大都市圏から地方への人の流れを生み
出せないこと。とくに若年層の移動に歯止めがかかっていない。

• 地方創生政策においては、「しごと」と「ひと」の好循環を生み出し、それを支える「まち」を活性化する
としているが、収縮し衰退する「まち」で「しごと」を生むことは容易ではない。

• むしろ、魅力のある、住み続けたいまちを作ることを通じて、人々を呼び込むべく、アプローチの順番を変
えるべき。

• これまで比較的まちづくりがうまくいっているケースは、首長がビジョンとリーダーシップでリードしてき
た自治体。

• スマートシティにアップデートすることにより、データを活用しつつまちの課題を解決し、同時に住民がま
ちの運営に参画することを通じて豊かさや生きがいを感じ、住み続けたい、移住したいと感じるようなまち
を作る。

２．スマートシティに向けた取り組み
• IoT等の新技術を活用し、利便性や快適性を高めるスマートシティをSociety5.0時代のまちづくりの基本コン
セプトと位置付け、新たな都市づくり、まちづくりを推進すべき。

• ただし、IoT等の新技術の導入は、それだけでは新たな箱もの作りに終わる恐れ。まちのステークホルダー
が参画し、まちの課題やまちづくりのビジョンを共有し、まちづくりのコンセンサスを形成するための地域
プラットフォームが必要。

• まちのデジタル化と地域プラットフォームを両輪としたまちづくりを進めるべき。
• データ駆動型のインフラ整備を通じて、必要な社会資本を効率的に維持管理・更新していくとともに、イン
フラデータの民間活用を通じて、新たな産業を生み出していくべき。

３．次世代型行政サービスに向けた取り組み課題 行政のDXとコミュニティの再生
• まちのスマート化による課題解決：データ活用（医療保険ネットワーク、インフラデータ・プラットフォー
ム等）

• 地域プラットフォームの形成によるビジョンの共有とコンセンサスの形成
• コミュニティ機能の再強化による共助の拡大（ソーシャル・キャピタルの醸成）
• 行政のデジタル・フォーメーション（自治体業務の電子化、業務の見直し、標準化）
• 連携強化によるサービスの維持と効率化（広域連携、官民連携、住民との連携）
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地方のまちづくり、社会資本整備に向けた取り組み

（資料）経済財政諮問会議民間議員提出資料「Society5.0時代のまちづくり、社会資本整備に向けて」2019年4月19日

先端技術を活用する自治体業務改革の例
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